[Book Review] Shoichi Ohashi "Einführung in die Allgemeine Betriebswirtschaftslehre" by 渡辺 朗 & Watanabe Akira
[書評] 大橋昭一著『経営学理論』（中央経済社，
1992年4月刊）
その他のタイトル [Book Review] Shoichi Ohashi "Einfuhrung in
die Allgemeine Betriebswirtschaftslehre"
著者 渡辺 朗
雑誌名 關西大學商學論集
巻 38
号 2
ページ 201-229
発行年 1993-06-25
URL http://hdl.handle.net/10112/00019796
関西大学商学論集第3躇碩i2号 (1993年6月） （201)69 
I書評】
大橋昭ー著『経営学理論」
（中央経済社， 1992年4月刊）
渡辺 朗
1. はじめに
本著はもともと著者の還暦を記念して出版されたものである。同ータイト
ルで一般に市販されたものが本著である。内容は，両者まったく同一であ
る。いずれにせよ，本著は，著者のこれまでの研究活動の集大成であるとい
えよう。
周知のとおり著者は，わが国におけるドイツ経営学の研究者として令名が
高い。それにいたるきっかけは著者の高等学校時代にあったらしい。そこに
おいてドイツには Betriebswirtschaftslehreつまり経営経済学があり，第
1次世界大戦で敗北を喫したドイツが第2次世界大戦にいたるまでの間にあ
れだけの発展を遂げえたのは経営学あったればこそであることを学び，その
ような力がある学問というのはどのような学問なのか，という興味を持った
とのことである。
とはいえ，著者の研究はドイツに限定されているわけでは決してない。著
者は，学問は一つの国の範囲に限定されるものではなく， ドイツ経営学とか
アメリカ経営学とか日本経営学とか称して区別する必要は本来ない，という
立場をとる。だがそれらの経営学になんらかの相異があるならば，相異を生
み出した原因を追求することが重要である，という考えである％
このような著者の動機や考え方は，同著に明瞭にうかがうことができる。
1)大橋昭一博士還歴記念「ドイツ経営学の進展」千倉書房，平成4年，はしがき2
ペー ジ。
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本著はそのかなりの部分においてアメリカ経営学をベースにしている。そし
て，わが国やドイツの経営研究を踏まえた，著者独自の経営学理論の展開を
みせている同著はまた経営学概論ないし一般経営学の書である。そこでは，
経営学とはいかなる学問であるかが体系的に示されている。しかもその文体
は平易であり，日本がここまでこれたことに経営学が大きく寄与しているこ
とを学生諸氏をはじめて広く一般に知ってもらおうとする意欲一杯のものと
なっている。
本稿は，まず経営学方法論を著者にたずね，次いで本著の経営学理論に検
討を加える。そのさい，本著の体系編成原理を中心にみていきたい。最後に
著者とのインタビューで知り得た，本著にまつわる著者の「思い」を紹介す
ることをもって，まとめとする。
2. 経営学の方法2)
方法なくして学問の基礎づけはない。経営学が一つの独立科学として成立
し，他の諸科学とならんで独自的存在を主張するためには，それ固有の方法
を展開しなければならないことは改めていうまでもない。ともに経済活動に
関する学問である経済学に対する経営学の独自性の問題は，周知のとおり，
古くドイツにおいて方法論争を経験しているところではある 3)0 
著者は，経営学の方法的特質を，その実践的性格・実践性に求めている。
「経営学は経済学の応用科学である」と。両者は問題のたて方を異にしてい
る。このことを説明しうるものとして著者は，自然科学領域での電気の研究
をあげている。「たとえば，電気の研究は， 理学部でも工学部でもなされて
いるが，純理論的研究は理学部で，生産への応用的研究は工学部で行なわれ
る」と。
ところで， ドイツの方法論争において，経済活動に関する研究は経済学だ
2)大橋昭ー著『経営学理論』中央経済社’平成4年， 1~11ペー ジ。
3)これについては，市原季ー著『西独経営経済学」森山書店，昭和39年，に詳しい。
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けで十分であり経営学を必要としない，という「経営学無用論」が提起され
た。 これに対して， シュマーレンバッハ (Schmalenbach, E.） が経営学
（かれのいう私経済学）の独自性ないし必要性の根拠を技術論に，ここでい
う応用的研究に求めたことは有名である。だが，著者のいう応用的研究ある
いは応用科学は，そのようないわゆる伝統論・認識論におけるものとは異な
る。
伝統論においては，現実の生活を直接的に認識することは論理上不可能で
あるとして，特定の認識目的（選択原理）を作り，研究対象の目的論的合理
化，すなわち認識目的にとって「本質的な」経営現象の選択が行なわれる。
その場合，認識対象は認識目的に応じて経験対象である企業なり経営なりの
特定の側面に限定されていることになる。シュマーレンバッハの場合，認識
目的（選択原理）が共同経済的生産性に求められ，それを実現するための私
経済的＝経営経済的方策，つまり技術論が示される％
著者の考える応用的研究・応用科学は，現実の世界を現実の世界そのもの
から直接的に解釈し了承する，という根本的態度に立脚している。シュマー
レンバッハ，シュミット (Schmidt,F.)とならび，ワイマール時代のドイツ
における三大経営学者の 1人と讃えられるニックリッシュ (Nicklisch,H.) 
は，経済の意味を，根源的経営（＝家庭）いわば根源的生活共同体の生成発
展のための持続的欲求充足に求めているが見 著者もまた「生活充実」とい
う実践的理念のうちにそれを捉えている。
著者によれば，企業は，人間生活の根源的な組織形態である家庭から分離
独立した，派生的経営体として，つまり目的構成体として解されている。著
者は同著の「はしがき」で次のように述べている。「現在，われわれの生活
は企業の活動に全く依拠したものとなっているし，これまで人間の生活が企
業の力によって豊かになってきた度合いは，実に大きい」。「…•••本著でまず
4) Schmalenbach, E.: Die Privatwirtschaftslehre als Kunstlehre, ZHF, 6. Jahrg., 
1911/12. 
5) Nicklisch., H.: Wirtschaftliche Betriebslehre, 6. Aufl., Stuttgart 1922. 
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心がけていることは，現代における企業の意義について改めて論じることで
ある」と。
とはいえ，経営学が近代科学として実証精神を基礎に据えるべきことはい
うまでもなかろう。現実肯定的立場から企業経営現象の客観的分析が当然に
必要となる。企業は資本主義という歴史的な経済体制のなかで生活し，その
制約を受けている。著者は企業を「社会における経済活動の単位」とみるだ
けでなく，「営利活動の単位」であるともいう。著者の次の言明はこのよう
な企業の歴史性にかかわっている。「しかし同時に企業に対する批判には根
強いものがある。……それは，企業がもともと私的なものであり，たとえ企
業関係者全員の総意で動く場合においても，結局それらの者だけの私的な意
思で動くものであるからである」と。
著者とすれば「私的なものと社会的なものとの調和こそが要するに問題で
ある」が，これを方法論的にいえば， うつりゆく歴史的な資本主義という経
済社会のなかで，経済をして経済たらしめる契機を求めることである。それ
が本源的経営（家庭）の生成発展のための持続的欲求充足であり， 「生活充
実」であって，「営利活動の単位」である企業がいかにそれを実現しうるか，
いわゆる経営政策の問題である。著者において企業経営現象の分析が求めら
れるゆえんはこの点にあるといえよう。
著者は経営学について次のようにいう。「経営学は経営（体）の構造と運
営の分析，経営活動に必要なあらゆる分野の知識や理論を総合的に統合して
いるものであって，この学問の名称は（経営経済学ではなく·…••渡辺）あく
までも経営学であることになる」と。企業および経営政策をさまざまなもの
に分類し，それぞれを詳しく分析する。この分析用具としてさまざまな学問
の成果を利用した，いわゆる学際的研究によって，資本主義企業による「私
的なものと社会的なものとの調和」の道を究明する。それが著者の考える応
用科学としての経営学の方法であるといえよう。
ところで，著者は，研究対象に直接接近するのではなく，緻密な文献史的
研究をベースにしている。その方法によって，これまでの経営学における重
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要な成果をあますところなく提示することが可能となっているだけではな
く，認識の主観性ないし偏重が回避されると同時に，没主観的な実践論の展
開がなされえている。
3. 経営学理論
経営学を定義づけて著者はいう， 「経営学は，一言でいえば， 企業を中心
とした経営（体）の構造と運営に関する学問である」と。経営学がすぐれて
実践的性格を有し，純理論的研究の応用科学として解されていることは，上
述した通りである。しかも著者は，現実の世界を現実の世界そのものから直
接的に解釈し了解するという根本的態度に立脚し，企業経営現象の客観的分
析に志向する。著者における応用科学はいわゆる規範論ではなく，記述論で
ある。
それは同著の「目次」ですでに明らかとなる。
序章経営学とは何か
第 1章現在の社会と企業
第 2章企業の諸形態
第 3章 現代企業の特質と発展動向
第4章 システムと情報
第5章管理の意義と性格
第 6章組織の意義と形態
第 7章人間労働と経営労務
第 8章財務と会計
第 9章生産とマーケティング
第10章 日本的経営
第11章 日本の経営学
第12章 ドイツの企業経営
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第13章 ドイツの経営学
第14章経営民主化と経営参加
企業の構造と運営に関する諸問題が網羅されている。その意味では同著は
たしかに経営学概論であり経営学入門の書である。だが，たんなる諸問題に
関する論考集ではない。緻密な文献史的研究をベースとしつつ，著者独自の
理論的枠組みと内容が提示されている。この視点から上記「目次」をみるな
らば， それは次のようにまとめることができよう。「序章」「第 4~6章」
「第7~9章」さらに「第10~13章」を経て，最終章にいたる，と。
「序章」でまず著者の方法論が示されるが，これについてすでに前節で論
評をした。本論は「第 1~3章」での企業形態論から始まる。次いで企業の
管理および組織に関するシステム論的理解が「第4~6章」で示され，「第
7~9章」においていわば経営政策論が展開される。そして，「第10~13章」
の経営史および経営学史的考察を経て，経営民主主義というあるべき企業の
姿を第14章で主張する。逐次これらをみていこう。
(1) 「第1~3章」6)
ここでは企業形態に関する諸問題が論じられているが，それは著者の経営
学理論において前提ないし基礎的部分をなすものといえよう。第 1章は「現
在の社会と企業」というタイトルからすでに明らかであるように，社会にお
ける企業の役割ならびに資本主義社会における企業活動の特質の解明を中心
内容とする。
多様な内容を有する社会という言葉の説明および社会と経済の関係を示し
た後，著者は企業が持続的欲求充足いわば生活充実という目的のために構成
された「社会における経済活動の単位」であることを，生成史的に企業が家
庭から分離独立した派生的社会単位であることから論証する。さらに，資本
主義企業が「営利活動の単位」であることを，資本主義的生産関係＝所有関
6)大橋昭ー 前掲著， 13~48ペー ジ。
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係でもって基礎づけ，資本の運動形式において説明する。
第2章「企業の諸形態」は企業のいわゆる法形態を論じる。そこでは個人
企業，共同企業に分け，営利共同企業としてはとりわけ株式会社，非営利体
としては相互会社，協同組合および公企業が，また中小企業および企業の結
合形態もとりあげられている。
ところで，資本主義社会では営利企業形態が中心的地位を占めることはい
うまでもないが，個人企業から合名会社，合資会社を経て株式会社へという
営利企業形態の発展は，独占体を生ぜしめるにいたる。かかる営利企業形態
の発展契機は資本の集積と経営職能の高度化に求めることができる。かかる
法形態の発展過程は， 「所有と経営・支配」に関する企業のいわゆる経済形
態の変貌の過程でもある。「今日の大規模企業は19世紀の企業とは質的に異
なる」。第 3章は「現代企業の特質と発展動向」と題され， 新しい企業観が
提示される。
自由競争を作動原理とする市場経済秩序は，それ自体のうちに競争を排除
する要素を内包し， 資本主義は独占段階に移行する。私的存在である企業
は，大規模化・巨大化に応じて社会性が増大し，社会的規制も強められる。
ところで，大企業における「所有と経営・支配の分離」に関するバーリ／
ミーンズ (Berle,A. A. /Means, G. C.)，バーナム (Burnham,J.)やプ
ロス (Pross,H.)の研究は，有名である。「所有と経営・支配の分離」の根
拠は 3者でそれぞれ相違があるが， 「経営者による自立的経営」を主張する
点は 3 者に共通している。経営を労務•財務•生産・マーケティングなど経
営政策を決定処理して資本の運用にあたること，支配をば経営職能担当者の
任免など経営者ないしその資本運用を支配統御することとするならば， 「所
有と経営・支配の分離」という企業のいわゆる経済形態の変貌は，企業の性
格とその経営政策に重大な変更をもたらすことは必然的であろう。
「所有と経営・支配」の分離について見解の一致がみられるわけでは必ら
ずしもない。分離論者の貢献はすぐれて企業変貌論に求められえよう。著者
は「その（分離論の……渡辺）根底には企業が社会の公器というぺきものと
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なり，出資者（所有者，資本家）の私的な持ち物ではなくなったという考え
方がある」と指摘したうえで，企業変貌論を資本の所有構造の側面から基礎
づける。著者はいう， 「こうした企業の変化を資本所有の面で示すものは，
機関株主ないし法人株主が著増し， 大きな割合を占めてきていることであ
る」と。
第3章において著者が中心的課題とするところは，新しい企業観の提示に
あるといえよう。上場企業の約70彩という圧倒的多数の株式が機関所有とな
っている事実を踏まえ，企業の私的所有物たる性格の後退の事実を示すと同
時に， 他方でシュミット (Schmidt,R. -B.)の企業連合体説ないし企業用
具説叫こ検討を加える。
シュミットによれば，企業は欲求充足という目標実現のための迂回部門で
あり，出資者・経営者・従業員・供給業者などから成る連合体であって，こ
れら利害集団がそれぞれの目的を満たすために利用する用具である。まさに
企業は出資者が自由勝手に経営しうるものではなくなり，企業目標も収益性
目標以外に成長性目標，生産性目標，安全性目標，弾力性目標などに順位を
決めるといった方法で，若干の目標に集中するよう選択が行われるといった
「多元的企業目標論」， ならびに， その選択にさいしての各集団の欲求や利
害の調整による最低必要な満足しうる水準の利潤追求という「満足原理」が
唱えられている。
著者はシュミット的企業観に対して， 「多元的企業目標論， 満足基準論は
確かに，……現代大企業の現象面をよくとらえたものである。というのは企
業は， 社会的存在として， 生産や販売以外に， 従業員の厚生， 顧客サービ
ス，種々な形での社会奉仕などの諸活動をおろそかにできないのであり，そ
れらは企業内において各部門ごとに部門目標として提示されるからである」
として肯定的立場を示す一方で， 「しかしそれらの部門目標は， 現象的には
7) Schmidt, R.-B. : Wirtschaftslehre der Unternehmung, Bd. 1, 1. Aufl. Gr-
undlagen, Stuttgart 1969 （吉田和夫監修•海道ノブチカ訳「企業経済学」第 1 巻
基礎編，千倉書房， 1974)。
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相互に不一致であるにしても，究極的には企業の最上位の目標＝利潤追求に
統合されていくし， 統合されているものである」としてその限界を指摘す
る。
著者とすれば，資本主義という歴史的体制下にあるかぎり，企業はその体
制に制約され収益性原理に志向せざるをえない。とはいえ資本主義企業は出
資者の私物ではもはやない。そこで著者は「…•••企業の個別性を社会性とど
のように調和一致させるかという問題が，企業の社会的責任の問題などとし
て登場する」と述べるにいたる。だが企業関係者の利益は企業自らが確保す
る以外にない。現代大企業における経営政策の基本的原理がその根拠ととも
に明確に示されている。
第3章は，「経営国際化」問題への言及でもっておわる。
(2) 「第4~6章」8)
ここでは，企業の管理および組織に関するシステム論的理解が示される。
生物学や工学などさまざまな学問に共通してみられるシステムの概念や理
論を導入するというシステム論的アプローチによって，企業を 1つの統一的
全体としてとらえて研究するという視角が経営学にもたらされうる。上述の
とおり緻密な文献史的研究をベースにしている著者にあっては，従来からの
経営管理論や組織理論のシステム論的思考による再編成の方法が採用され
る。
第 4章の「システムと情報」において，著者のシステム思考が示されてい
る。著者はシステムを「相互依存的な諸要素から成る 1つの有機体的な複合
的全体」と定義づけたうえで， 「これを企業にあてはめていえば，企業は社
会から物財と人員をインプットし，生産物ないしサービスをアウトプットす
る1つのシステムということになるが，企業内部の活動はいくつかの単位や
過程に分かれ，これらの単位や過程もそれぞれシステムという性格をもって
8)大橋昭ー 前掲著， 49~94ペー ジ。
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いるから，企業はいくつかのサブシステムから成る 1つのシステムというこ
とができる」と述べる。
システムとは，あるものが複数諸要素で構成され，それら諸要素間に一定
の関係が存在しており，それらが全体としてなんらかの統一的な目的ないし
機能を果たしているようなものをさす。それゆえシステム論的思考の特質
は，構成諸要素を個別的にみるのではなく，構成諸要素の相互関係ひいては
相互関係で結ばれた統一的全体として対象をとらえるという点に求められう
る。企業についていえば，生産，販売，財務など各部門それぞれの最適化で
はなく，全企業的観点からの部門調整による総合的最適化への志向に求めら
れうる。
ところで著者は，企業を複数のサブシステムから成るトータルシステムと
してとらえるだけでな<, トリスト (Trist,E. L.)9)ら「タビストック学派」
にもみられるような，オープンシステムとする考え方をとる。著者はいう，
「システムは境界をもって外部環境と接している。システムの外部にあって
システムのコントロールが直接的には及ばないが， しかしシステムの目標・
行動に影響を与えるものが，環境と規定される……」と。
たとえば，組織の資源とも称せられる原材料，資財，資本，労働力はシス
テムから比較的強い影響を受けるが，環境要因である。また消費者，技術，
競争相手，政府，一般社会，生態環境なども環境要因であり，システムの目
標・行動に重大な影響を及ぽす。いずれにせよ，企業経営は内部システムと
外部環境の双方にわたるものと解される。
システムは固有の目標を付与されて具体的システムとなるが， それが，
オープンシステムである場合， システムは物質・エネルギー・情報の交換
を環境との間で行ない， それによって環境変化に適応し， 存続を図る。 こ
の目標追求性と環境適応性に関する機能がフィードバック・コントロール
であり， これによってシステムがエントロビーないし無秩序に向かうのを
9) Trist, E. L., Higgin, G. W., Murray, H. and Pallock, A. B.: Organizational 
Choice, Tavistock Publications, 1963. 
大橋昭ー 著「経営学理論』（渡辺） (211)79 
阻止する。
このように，企業は環境との関係について一定の考えをもって内部システ
ムのコントロールを行うものであることが，システム論的アプローチによっ
て確認される。それは著者の経営学理論にたいする基本的枠組みの提供とい
う意味をもっている。
ところで企業と環境との関係は直接的には，資本市場・労働市場・販売市
場など市場との対応という形をとる。他企業はじめ社会経済の動向も，市場
との関連のなかに集約して示される。環境や市場の動きは情報として伝達さ
れ，企業内のコントロールや外部への働きかけも情報を通じてなされる。著
者は「情報の意義と機能」，「情報とコントロール」への論究をもって，第4
章を閉じる。
第5章の「管理の意義と性格」に移ろう。ここではシステム論的思考にも
とづく経営管理論の再編成作業を通して，上記タイトルに示された問題が究
明される。
バーナード (Barnard,C. I.）は具体的な企業などを， 1つの協働システ
ムとしてとらえる10)。著者はここでまず，バーナードのシステム論的組織観
をとりあげる。すなわち，協働システムにはサプシステムとして物的システ
ム，生物的シス・・fム，社会的システムおよび人間があるが，これらサプシス
テムを統合し具体的なシステムにまとめあげる機能を担うものとして組織と
いうサプシステムがあるというものである。経営者の職能は協働システムの
存続発展であるが。それは組織の存続にほかならない。
ところで，経営学の創始者と称せられているフランスの産業家ファヨール
(Fayol, H.）は1961に， 企業経営に不可欠な活動として技術・営業・財務
・保全・会計・管理をあげ，最後の管理活動には未だ明確な認識が存してい
ないとして，それが計画・組織・指揮・調整・統制の 5要素から成ることを
10) Barnard, C. I.: The Functions of the Executiue, Harvard Univ. Press 1938. 
（山本安次郎／田杉競／飯野春樹訳「経営者の役割」新訳版， ダイヤモンド社，
1968年）。
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説いた11）。ファヨールの管理論は，かかる管理諸要素を循環的に反復する過
程としてとらえる「管理過程説」へと発展していく。
さて，バーナード登場以前の経営研究は内容的にはすぐれて， 技術（生
産），営業（マーケティング） あるいは財務など職能領域別に，また計画，
組織あるいは統制など管理要素別に行われていた。かかる研究の進展は経営
を1つの統一的全体として研究する視角を喪失させる。とはいえ，ファヨー
ルに源を発する管理過程説が管理論に提供した一般的枠組みは，現在なおー
定の役割を担っている。
ファヨールは，管理は人間組織を扱う点で経営活動の中でも特異な存在で
あるとしている。すなわち，管理階層が上位になるにしたがって人間組織を
扱う管理活動が増大し，物を扱う諸活動は部下を組織化して，つまり他人を
使用して間接的に遂行することになる。協働システムの統合機能を組織ひい
ては組織の管理に求めるバーナードの主張に通じるものがある。著者は管理
の意義について「管理活動によって経営活動の調整・統ーは可能になる」，
「管理とは，簡単には，そうした活動の統一を生み出すものであり，複数人
による協働を統一統合する機能といっていい」という。
さて，かかる管理の意義は普遍的であり，社会体制のいかんを問わない。
だがその具体的性格や内容は歴史性をもち，社会体制によって異なる。資本
主義企業の管理には， 「二重な意味で自由である労働者を前提とし， 利潤追
求に役立つ」という資本主義企業に特有な側面がある。このように管理を二
重性においてとらえる点において著者は，ファヨールやバーナードなどから
離れる。
著者は管理が「集団的共同的労働の統一統合」とともに，集団の維持存続
をはかるべく一種の支配機能をも担うものとなったことを自給自足経済の時
代にまで遡って究明した後， 現代資本主義企業における管理の特性を論じ
る。著者はいう， 「今日の管理は， 共同労働の調和的統合と強制的支配の二
11) Fayol, H.: Administration industiell generate, Dunod 1916.（佐々木恒男訳
『産業ならびに一般の管理」未来社， 1972年）。
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重性を基礎としつつ，労働者の主体的精神の承認を軸とした譲歩と強制とい
う二面性をもって展開されているものということができる」と。
システム論的アプローチからすれば，資本と労働力はともに組織の資源で
あると同時に環境要因であり，相互依存的にして相互制約的存在である。だ
が歴史的・具体的な資本主義企業は資本投下によって成立し，資本の運動法
則に究極的には従う。管理者は利潤追求に志向し，労働者に対して「共同労
働の調和的統合と強制的支配」をもってあたる。そのさい，生産システムの
技術条件，現代企業の場合「高度な生産力にみあった労働力の有効的利用と
いう質的問題」が大きな課題となる。著者はアメリカの「人間関係論」や
「行動科学的管理論」によって開発発展させられたいわばモチベーション志
向的管理方式を， 「労働者の主体的精神の承認」の方向での譲歩とみる。そ
の点において著者は，個別資本理論の立場にたつ。
いずれにせよ資本主義企業は， 「利潤追求を規定的動機とし， その実現の
ために経営内部的には経済的効率的活動を必要とする」。企業活動の効率は
インプットとアウトフ゜ットの全体としての度合い•関連で示される。いわゆ
る生産性，経済性，収益性である。資本主義企業の管理はこれらを活動基準
とする。かかる論考が第 5章の最後を成すが，そのさい著者は労働強度化問
題に言及している。これはまさに経営政策の問題である。
第6章は「組織の意義と形態」の問題をとりあげている。経営学の発展と
りわけバーナードの登場により，組織に対する理解は大きな変化を示す。単
に職務あるいは責任・権限の関係を示すものとしてではなく，組織目標の形
成など動的な現象としてとらえられるにいたった。この次元において，人間
の内的精神が重要な問題性として組織理論に登場する。本章冒頭において著
者はいう， 「管理の骨組みをなすのは，組織である。組織は管理の用具であ
るとともに，相対的独自性をもっている。組織とはさしあたり，複数人の共
同生活・共同労働において人々の果たすべき役割を定め，人々相互の関係を
明らかにしているものということができる」と。
組織における人間の内的精神という問題性は，著者においてはまず「組織
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における個人と組織の両立・調和・統合」という表現で示される。著者はこ
れが組織理論を構築していくうえでの基本的な問題意識たるべきことを，ニ
ックリッシュに確認する。ニックリッシュの組織理論は敗戦国ドイツの復興
を想定した壮大なものであるが，大規模化し巨大化した組織が統一統合され
るべき道を示し，共同体論とも称せられている。
組織の大規模化・巨大化は，その内部的社会関係に分断を生ぜしめる。企
業の場合，分業が進展し，職務の専門化・各職場への人員の配属，いわゆる
肢体化を促進し，企業と従業員の関係は間接的となる。ニックリッシュによ
れば，大規模組織にあっても組織構成員の組織への一体化は可能である。組
織目的の共同決定により，組織構成員は組織目的の達成に意欲をもち責任を
担うべきものとなり，組織は共同体となる。
ニックリッシュ組織理論の背後には，組織における人間性貫徹問題が横た
わっている。組織が共同体であるというのは，それが自律的人格たる諸個人
の目的構成体であることを意味する。そこでの支配・服従ないし拘束は，共
同決定で制定されたいわば組織内憲法の枠内でのものであり，人格の展開の
自由いわゆる定言的命令が遵守されている状態をさす。上記問題意識の正当
性がニックリッシュの理論によって基礎づけられているといえよう。ちなみ
に， プー ト (Buth,W.)12lはシェーンプルーク（Schonpflug,F.)13)の言
葉を借りて，ニックリッシュの学問を「人間中心的」 (anthropozentrisch)
と特徴づけている。
「組織における個人と組織の両立・調和・統合」が社会に生きる組織の根
本的意義にかかわる問題意識であることの確認の後，著者は「個人と組織の
双方を生かす」べき組織理論を確立した人として，バーナードをとりあげる。
「2人以上の人々の意識的に調整された活動や諸力のシステム」というバー
ナードの有名な組織の定義の背後には，自由意志にもとづく決定力をもつも
12) Buth, W.: Das Problem einer anthropozentrischen Betriebswirtschafts-
lehre, in. ZJB, 36 Jahrg., 1966. 
13) Schllnpflug, F.: Betriebswistschaftslehre, Stuttgart 1954. 
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のとみるバーナードの人間観が横たわっている。すなわち，個人が組織への
貢献者となるか否かは，個人目的を満たすもの＝誘因を提供するか否かに規
定される。組織目的に関する，職位にもとづく組織的決定も個人の意思に制
約されざるをえないこと，いわば組織において「個人と組織の双方が生か」
されていることが，バーナードにおいて記述論的に解明されている。
次いで著者は，「組織の形成」および「組織の諸形態」といった問題に論を
進める。これらにおいては，ファヨール，アーウィック (Urwick,L. F.)14), 
さらにまたクーンツ (Koontz,H. D.) 15)など伝統論とバーナードとの融合
がこころみられているといえよう。伝統論においては組織論は管理論の 1側
面として，その発展をみている。組織は管理の 1要素ないし骨組みであり，
職能・権限・責任を体系化する組織活動は，目的および課業集合を所与のも
のとしている。バーナードにおいては，組織目的および課業集合は所与では
ない。
著者は， 「組織の生成には， 2人以上の人間が存在することと， その人々
が共通の目的のために活動することが究極的な条件である。•…••ところで 2
人以上の人間が共通目的をもって活動するところでは，必然的に分業が生ま
れる」と述べる。そして， 「組織は従って，なんらかの分業的関係にある人
々の統合をはかる骨組みということができる」として「組織の形成」につい
て
「（1) 組織の目標や基本的活動の確立。
(2) それらを組織単位（部・課・係等）へ分割すること。
(3) 各組織単位の責任・権限の確定。
(4) 組織単位間の関係の確定。
(5) 組織単位に構成員を配置すること」
を指摘し，「部門化と階層化」．「専門化と管理の幅」および「責任と権限」
を説明する。
14) Urwick, L.: The Elements of Administration, 1955. 
15) Koontz, H. & 0'Donnel, C. : Principles of Manag畑 ent,New York 1955, 
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また，「組織の諸形態」について，それが「組織の共通目的追求重視」の思
考と「複数人の協働つまり能力発揮重視」の思考とから生まれているとし，
「指揮・命令の一元性」を重視した「直系式組織」が前者を，他方「専門化
のメリット」を生かそうとする「職能式組織」が後者を代表するものである
ことを示し，そして「指揮の統一性を保持しつつ，専門化のメリットを生か
そうとする」「ライン・スタッフ組織」，さらに連邦的分権制によって大企業
においても市場の動きに即応した弾力的経営を実現せんとする「事業部制組
織」や二元的組織構成により弾力的経営をさらに強めようとする「マトリッ
クス組織」が紹介される。
本章の最後に「権威とパワー」が論じられる。職位にもとづく組織的意思
決定は，それが組織の意思にもとづくものであることの保障を必要とする。
バーナードのいう「無関心圏」はその保障の範囲を意味している。これは上
位者の権威にかかわる問題である。著者はいわゆる「権威受容説」を明らか
にした後，権威の源泉であるパワ一つまり権力に言及する。
そのさい，フレンチ／レイプン (French,J. R. P. /Raven, B.）のパワー
理論がとりあげられ， 「報償的パワー」・「強制的パワー」といった制裁的な
パワーにまさる， 「専門的パワー」・「同一化的パワー」の重要性が指摘され
ている。後2者は被影響者つまり部下の特殊な考え方に由来するものであ
り，これらの重要性を究明したパワー分析は「権威受容説」を基礎づけるも
のといえよう。ちなみに，フレンチIレイブンの研究の実践的意義を考究し
たバックマン (Bachmann,J. G.)16)らも，同様のコメントを行なっている。
(3) 「第7~9章」17)
著者は企業を，「社会における経済活動の単位」と「営利活動の単位」と
16) Kliiger, W.: Machtphlinomen im Brennpunkt sozialwissenschaftHche For-
schung, in: Chmielewicz, K. und so weit(hrsg.): Unternehmensverfassu喝
Stuttgart 1981. 
17)大橋昭ー 前掲著， 95~147ペー ジ。
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いう 2側面の統一体としてとらえる。すなわち企業は，本源的経営（家庭）
の生成発展のための持続的欲求充足ないし生活充実という実践的理念に志向
する目的構成体であり，資本主義体制にあってはそれを営利活動として遂行
する．とされている。かかる企業の特質は企業目標に具体化される。ところ
でシステム論的アプローチによれば，消費者・技術・競争相手などが企業の
環境要因であることはいうまでもないが，一般に組織の資源とされている労
働力や資本も企業によってコントロールされる対象であるだけでなも同じ
く環境要因として企業目標の形成に影響を及ぽす。企業が目的構成体であり
社会的性格をもつものとされるゆえんである。
ここでは経営労務，経営財務ならびに生産とマーケティングに関して，経
営政策論が展開される。そのさい根本的な視点は，経営政策がその各領域で
上記の社会性と営利追求という個別性の両立・調和・統合に志向するもので
あること，および企業全体としてまとまりのあるものであること，の解明に
求められているといえよう。
まず，第 7章「人間労働と経営労務」からみていこう。ここでは著者は労
働とはなにか，つまり人間労働の特性を踏まえて「労働についての基本的視
角」を定め，その視角から経営および賃金形態といった問題について考察と
検討を加えている。著者によれば人間労働は， 「仕事遂行的側面」と「自己
実現的側面」の 2側面をもつ。著者はいう． 「労働の二重性の第 1は，労働
が物を作るなど生活の維持に必要な活動の遂行であると同時に，人間の生の
営みそのものであるという二重性である」と。
労働が労働者にどのようなものと感じられるかは，折々の生産における技
術的条件や組織のあり方などに大きく規定される。だが著者によれば， 「労
働が，どのようなものであれ，本来人間を人間たらしめるものであるとする
ならば，それは人間の生の営みたるぺきものであるはずであるし，人間が人
間生活に必要な物を獲得したり作りだしたりすること自体，ある意味できわ
めて人間的なことである」と。
このように労働が「仕事遂行的側面」と「自己実現的側面」の統一体であ
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るというのは，それが単なる肉体的なものではなく，精神的活動でもあるこ
とからくる。「肉体的労働の全くない精神労働はないし， 精神的労働の全く
ない肉体労働もない」。著者は， 労働を肉体的労働と精神的労働の統一体と
してとらえ，両者を区別して論じることはしない。ここにも，存在を存在そ
のものから直接的に解釈し了承する，という著者の思考方法をうかがうこと
ができる。
ところで労働は，道具や機材など一定の物的条件の下でなんらかの有用物
の生産を行なうという，具体的内容を有する。労働の具体的内容ないし具体
的労働は直接的には，労働の担当者や関係者によって私的に決められる。労
働には， かかる具体的労働の側面だけでなく， 抽象的人間労働の側面もあ
る。著者の言を借りていえば，「……労働の具体的内容のいかんを問わず，人
間の力の発揮という共通性をとらえたものが抽象的労働の側面である。これ
によってすべての労働は統一的に把握され，人間が相互に労働によって結ば
れていることが示される」。抽象的労働は同等の人間労働という社会的実体
であり，商品はかかる実体の結晶としての価値である。賃金および生産物価
格は，労働および労働生産物の価値の貨幣的表現である。そのさい， 「賃金
ないし生産物価格の高いものは，それだけ労働も価値が高いものとされるこ
とになる」。労働価値説である。
かかる労働観を示した後に著者は経営労務を論じるのであるが，その間に
労働疎外の問題に言及している。私的所有と分業によって資本制生産では，
「生産物からの疎外」「生産活動からの疎外」「人間の類的本質からの疎外」
および「人間の人間からの疎外」が惹起される， とするマルクス (Marx,
K.）の疎外論は有名である。マルクスにあっては，資本制生産が階級的支配
によって遂行されるものであることのなかに， 疎外の根源が見出されてい
る。労働を資本の支配に委ねるがゆえに，労働者は自己の労働が生み出した
生産物から切り離され，それを労働者の社会発展への寄与と結びつけること
なく，自己の労働が自己本来の目的のためにではなく資本の価値増殖の手段
として利用される。かくて労働は，人間的性格を喪失する。労働は創造のよ
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ろこびではなく，苦痛となる。さらに手段化された労働は，労働によって本
来とり結ばれるべき人間的諸関係ないし類的結合の基礎を失う。
ところで著者は， 「疎外そのものは，すでにマルクス以前， 古代哲学のこ
ろから論じられてきた。経営学でも経営社会学などで多くの研究が展開され
てきた」として，次のようにいう。「その論点は， 機械化と合理化の発展に
より，人間労働は機械に従属するものとなり，人々の労働に無力感，無感動
性がおきて，人間喪失が起こり，労働嫌悪感がますます増進しているという
ことであり，それにどう対処するかということである」と。
著者は，マルクスが問題としたのは機械や技術の使用の仕方を規定する社
会や経済のあり方であって，機械や技術の発展そのものを否定するものでは
ないこと， ドイツの経営社会学者ボビッツ (Popitz,H.) らにみられる労働
者の側での機械や技術の発展に対する肯定論を示し18), 「要は， 機械や技術
の発展に照応して人間も発展することである」こと， 「人間に合った機械の
開発発展がさらに積極的に進められることが必要である」ことを説いたうえ
で，疎外そのものの克服，すなわち労働の「仕事遂行的側面」との統合は可
能である，とする。
かくて経営労務の諸問題が論じられる。経営労務の問題領域には次の 3つ
が存する。「労働，つまり労働力の行使に関連する領域」， 「労働者の人間と
しての生活を確保し維持するのに必要な種々な問題を扱う領域」ならびに
「企業に対する利害関係者としての労働者のもつ種々な要求を扱う領域」が
それである。著者はとりわけ第 1および第 3の領域に帰属する諸問題につい
て，史的考察を加えている。
第 1の領域すなわち労働力の利用の仕方ないし労働の管理に関する方式と
しては，テイラー・システム，フォード・システム，人間関係論的アプロー
チ，行動科学的管理論などが知られている。これらはいずれも労働力の利用
の仕方に関する管理論であり能力向上に志向するものではあるが，それぞれ
18)これについては，市原季ー著「西独経営社会学」森山書店， 昭和40年， に詳し
vヽ
゜
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アプローチに相違性をみせている。著者によれば，テイラー・システムなど
は物理（学）的アプローチ，人間関係論は社会（学）的アプローチ，行動科
学的管理論は心理（学）的アプローチを特徴的に示すものとされるが，それ
らは相互に他を否定するものではない。
労働の管理に関する理論の発展は，人間行動がその外的条件のみに規定さ
れるのではなく，個人的事情や内的条件に大きく左右されるものであること
への理解を大きな規定要因としている。典型的には，行動科学的管理論にお
いて，人間行動に関する内外諸条件の統合が労働の管理の戦略目標であると
する思考がみられる。例えばハーズバーグ (Herzberg,F.）の動機づけ＝
衛生理論や職務充実19)にそれがみられる。著者は仕事の水平的拡張を考える
職務拡大に加えて，仕事の垂直的拡張すなわち「仕事のことを自分で考え，
取り組むようにするため計画や統制などいわゆる管理的なことをも直接的作
業者にさせる」ことを図る職務充実， さらにはわが国での QCサークルや
ZD活動などは， 「仕事そのものを豊かにするもの」であるとする。高度技
術的生産体制の下でこれらの方式によって人的能力の開発発展ひいては能力
向上がもたらされ，同時に労働者に自己実現の機会を与えるものとして解さ
れている。
第3の領域，すなわち「企業に対する利害関係者としての労働者のもつ種
々な要求を扱う領域」での中心問題は，賃金形態である。賃金は労働者にと
って主たる所得であり生計維持の基本であるが，それと同時にかれの労働の
社会的評価を示すものでもある。 ところでハーズバーグに従えば， 賃金は
「動機づけ要因」ではなく，仕事遂行の障害を除去する予防的な「衛生要
因」とされている。著者もいう， 「賃金には， 以前のような強い能率刺激的
機能はなく，またその必要がないとしても，不満を引き起こしたり，反対に
不満を解消したりする機能はある」と。
この事の背後には，企業の側における経済的および技術的条件の変貌が横
19) Hezberg, F.: Work and the Nature of M,仰， WorldPublishing 1966.（北野利
信訳「仕事と人間性」東洋経済新報社， 1968年）。
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たわっている。企業規模の拡大すなわち固定的生産施設の質的量的増大によ
り，製品コスト中の賃金費の比重が相対的に低下し，賃金費切り下げが製品
コスト切り下げの絶対条件とは必ずしもいえなくなったことが，労働組合の
組職力強化などと相まって，労働者に生計維持費以上の賃金所得を可能にし
た。また，フォード・システムにみられたようなベルトコンベアーによる流
れ作業方式の確立とともに，労働の管理の中心問題は労働ないし生産の量か
ら質へと移行した。
著者はベルトコンベアー・システムの普及をその理由として，能率給から
職務給への賃金形態の移行を明らかにする。また，職務給が業務の絶対的価
値を示すものではなく，他の業務との比較にもとづく相対的なものであるこ
と，を指摘する。いずれにせよ， 「たとえ動機づけ要因でないにしても，賃
金についての不満が大であれば，自己実現も不可能である」。
第8章「財務と会計」をみよう。財務論の問題領域は，資本の調達から運
用にまで拡張されている。資本調達ならびにそれとの関連において利益処分
などを主たる関心事としていた財務論は，資本主義経済の発展と企業規模の
拡大に伴う資本運動の複雑化により，資本運用過程にも目を向けるべきとさ
れるようになる。著者も同様の立場にたっている。すなわち， 「•…••財務そ
して財務管理の 2大領域であるのは，資本の調達と運用である。もとよりこ
の2大領域は密接に関連している」と。
企業の資本調達は旧来，資本源泉，資本拘束可能期間などをメルクマール
として，体系づけられてきた。すなわち，自己資本調達（自己金融・出資資
本調達）と他人資本調達，あるいは内部金融と外部金融，さらには長期（固
定）資本調達と短期（流動）資本調達といった分類体系である。上記のとお
り資本の調達と運用を関連性においてとらえる著者は， 「企業で調達， 運用
されている資本には種々なものがある。回収，返済の親点からはそれらを適
切に区分し，運用する必要がある」として，上の各分類項目に関して最適資
本構成の観点を中心とした説明を加える。
企業が一定の資本を調達するのは，その資本を具体的な諸資産形態におい
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て運用することによって，営利追求という企業の究極目的を達成せんがため
である。それゆえ財務活動は，たんに企業活動の過程的展開における一局面
ではなく，仕入，生産，販売という企業活動の全局面にかかわり合う。財務
管理も企業活動領域にまたがる，という特殊性を有している。著者は， 「資
本（資金）運用のことを投資というが，経済的に有利な投資プロジェクトを
どのように選択し決定するかがその中心的問題である」として，投資決定に
ついて「静的方法」と「動的方法」を示す。それらは投資から回収までの時
間を考慮に入れるか否かを原理とする分類基準であり，前者に属するものと
して「費用比較法」および「回収期間法」が，後者のものとして「正味現在
価値法」が紹介されている。
ところで経営財務は貨幣価値のストックとフローを対象とし，その情報は
会計システムにより財務諸表という形で提供される。フロー計算としての損
益計算書， ストック計算たる貸借対照表の説明の後， 著者は本書の最後に
「経営分析」を論じる。
第9章で「生産とマーケティング」が論じられる。生産は「自然にある物
の獲得，変化，変換」であり，生産が「人間と自然との質料変換」であると
いう点では，第 1次産業と第2次産業との間に本質的な相違はない。また生
産は通常，「複数人間の協働」という形で行なわれる。すなわち生産は「技
術的自然的側面」と「社会的側面」の統一体である。「複数人の協働ではな
んらかの形で分業が生まれる」。著者は加工の順序に従って組分けされた作
業を各作業者がそれぞれ専門的に行なう「加工式分業体制」と，各作業者に
それぞれ部品製造を担当させ最後にそれらを組み立てて完成品とする「組立
式分業体制」をば，分業的生産体制の基本的形態と位置づける。加工式によ
って部品が大量生産され組立作業も大量生産的に行なわれるならば，両者の
有機的結合が完成品の大量生産をもたらす。これを実現したのが，フォード
・システムであると著者はみる。
機械化と合理化の発展に伴って生じる疎外問題に関して著者はいう， 「機
械は人間から熟練を取り去る一方，労働の苦痛を和らげ，労働の喜びを増進
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することを可能にする」と。また消費者の持続的欲求充足に対する機械のカ
についていう， 「機械は……， 物財の大量生産を可能にし，人間の生活を豊
かにする。 これは機械によって生産性が大きく向上するからである」。 これ
らの事が現代の生産形態において高度に具体化されている，と著者は解して
いる。
「現代の生産形態」を特徴づけて著者はいう， 「現代では， CNC工作機
械，マシニングセンター，産業用ロボットを駆使し， しかも全体をコンビュ
ータでコントロールする，高度に自動的でしかも柔軟な生産体制をとりうる
ことが，何よりも特色である。今日でも全体としてはとにかく大量の製品が
生産されるから，その意味では大量生産であるが，フォード・システムで前
提していたような単一品種単一製品の大量生産ではない。多様な製品を大量
生産することが眼目になっている。多様な製品の生産には柔軟な生産体制が
必要であり，それはしかも自動的生産と両立するものでなくてはならない。
それがコンビュータによって可能となったのであり，自動化と柔軟化が現在
のキーワードである」と。
多様な製品の自動的な生産には，機械体系と貯蔵施設のコンビュータによ
る自動的弾力的制御が必要となる。これを実現したものが「弾力的生産シス
テム」 (FMS)である。また，これを研究開発， 設計，事務，販売の部門に
まで拡大したものが，「コンビュータによる統合生産」 (CIM)である。これ
が可能となるためには「企業内情報通信網」 (LAN)が必要である。
このように自動的弾力的な統合生産が技術的要因によって可能になっては
いるが，企業においていかなる生産形態が採用されるかは経済的経営的要因
すなわち資本力，労働力，販売力いかんによる。ところで生産形態は従来販
売構造との関連では注文生産・見込み生産に分けられてきている。後者の
見込み生産は， 多数の顧客により形成される市場を想定しておくものであ
り，生産物の全体あるいは主要部分を標準化することで大量生産の効果を最
大限に利用しようとするものである。だが，自動車生産におけるモジュラー
生産方式にみられるように，全体としては大量生産であるが，技術的に許さ
92(224) 第 38巻第 2 号
れる範囲で異なった仕様のものを少しずつ生産することが行なわれている。
生産の自動化・柔軟化によっていわゆる多品種少量生産が大量生産法則を犯
すことなく，可能となっている。
著者はこれらを総括していう， 「現在の生産体制はこのように， 何よりも
ニーズに合った多様な製品を自動的連続的生産により大量に生産することに
志向したものであるが，それは消費者のニーズに合った生産というマーケテ
ィングの考えと要請にあったものでもある。マーケティング活動の進展が多
品種少量生産を刺激し，他方，それを可能にした生産技術の発展がマーケテ
ィング活動を促進している」と。かくて著者はマーケティング問題を論じる
ことになるが，ちなみにコンビュータの操作など新たな熟練の登場は，疎外
問題の克服に一つの道を示すものである。
マーケティングを規定して著者はいう， 「マーケティングとは……消費者
のニーズ，端的には標的市場……の動きを出発点として，それに合った生産
物を形成し，価格決定，販売促進，流通経路についての諸活動を合理的に遂
行し，生産物を顧客に供給するところの一切の企業活動をいう」と。
経済の発展，企業間競争の激化に伴い，作ったものを売るという生産志向
的な販売活動とは区別された，売れるものを作るという消費者志向を出発点
とするマーケティング論はさらに，システム論的思考とコンビュークを武器
に，企業の全活動のマーケティング志向的統合（マネジリアル・マーケティ
ング）と企業の環境への積極的適応行動（ソーシャル・マーケティング）を
統一的にとらえる方向にある。マーケティング思想のかかる発展は，派生的
経営として究極的には家庭に志向する企業の本来的意義に照応するものであ
ると，著者は解している。
「マーケティングの生成•発展」の究明を通じてマーケティングの現段階
での概念体系を示した著者は，マーケティング理論における問題解決手法を
紹介する。すなわち「マーケティング理論の基礎」という節において， GE
社とボストン・コンサルティング・グループの開発した「製品ポートフォリ
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オ・マネジメント」 (PPM)， ならびにポーター (Porter,M. E.)20)による
競争戦略，著者のいうマーケティング戦略が取り上げられている。そして，
「国際マーケティング戦略」の紹介をもって本章が閉じられている。
(4) 「第10~13章」21)
ここでは深くそしてまた咀噌の行き届いた史的および学史的考察が展開さ
れている。そしてこれは，著者の一般経営学を理解するにさいしても重要な
役割を演じるものといえよう。著者は主としてアメリカ経営学の再編作業を
通じて一般経営学を構築するという形を採用しているが，その再編作業にさ
いして日本およびドイツの経営（学）的認識をもベースにとり入れている。
「第10~13章」は著者の一般経営学のより深い理解への寄与という役割をも
担っているといえよう。ただし本稿では評者にとってとくに印象深い事柄の
紹介にとどめておく。
第10章「日本的経営」では，企業内システムに関してすぐれて人間的人格
的要素とする労働者観，労働者の企業に対する帰属感，労働者と企業との利
害において一致をそれが惹起せしめるようなものであること，企業内外両シ
ステムに共通するものとしては「長期経営志向」を挙げたい。第11章「日本
の経営学」に関しては，著者は多様な意味において「個別資本理論」をベー
スにしているということである。
第12章「ドイツの企業経営」においては， 「仕事共同体としての企業」観
が印象深い。経営者にとって「……企業経営とは，本来，自ら事業を起こし
て企業を作り， 全能力をかけて発展させていくもの」である。 この考え方
は，労働そのものに積極的意義を認め，仕事の成果を高く評価しその努力を
尊重する，という仕事中心的価値観に遡及せしめうる。いずれにせよ，かか
る価値観が企業の柔軟な構造と相まって企業関係者を一体のものに結合する
20) Porter, M. E.: Co~加tit畑 Strategy, Free Press, 1980.（土岐坤／中辻萬治／
小野寺武夫訳「競争の戦略』ダイヤモンド， 1982年。
21)大橋昭ー 前掲著， 149~198ペー ジ。
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ことを可能にしている。ドイツで経営参加が大きく進展しているゆえんでも
あろう。
第13章「ドイツの経営学」に関しては，次のような著者の言明を引用して
おくにとどめる。「グーテンベルク理論を土台とし， 批判的合理主義に依り
ながら，アメリカ経営学の意志決定理論，システム理論を豊富に取り入れて
理論展開をこころみているのが，意志決定志向的経営学であり，システム志
向的経営学である。最近の西ドイツ経営学においても主流をなしているの
は，これらの潮流であり，その展開形態である」。「これらの潮流は，根本的
には，経営学をいわば科学主義的に精緻化しようという方向であり，米・独
経営学の一体化とよんでいい事態が進展する。しかしそれとともに，他方に
おいてドイツ的なものを追求する動きが現れる。それがドイツ経営学の伝統
であり，特色でもあるが，それは多くの場合，人間の主体的意義を強調する
方向において現れる」。
(5) 「第14章」
本章は「経営民主化と経営参加」と題されている。企業の「私的なものと
社会的なものとの調和」を経営政策においてよりよく具体化するには，それ
に応じた企業体制・経営体制を必要とする。著者は，経営参加が社会的存在
たる大企業の管理・運営を資本家や経営者だけではなく，従業員など関係者
全員によって民主的に行おうとするものであること，つまり経営民主化・経
営民主主義の一形態であること，をまず指摘する。そして民主主義に自由民
主主義と平等民主主義の存することを示し，労働側の要求する経営参加が平
等民主主義の思考に基づくものであることを説明する。
ところで， ドイツにおいて法的強制によって実現をみせている経営参加
が，かなりの企業の企業体制・経営体制に重大な変革をもたらすものである
ことは有名である。著者は平等民主主義を企業体制に具体化させうるドイツ
で最も進んだものは，鉱業および製鉄製鋼業の特定企業に適用されているい
わゆる「モンタン共同決定法」のみであることを明らかにする。いずれにせ
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ょ，経営民主化ないし経営参加は，労働者に「自己の労働内容やその所産，
さらには労働組職や経営組職」の改善に関する影響の可能性を与え， 「快適
な人間らしい生きがいのある労働と生活」をもたらす可能性を与える。著者
は経営参加が労働者の立場からも否定されるぺきではないと積極的な主張を
行なっているが，他方においてそれが，企業の収益性原理を否定するもので
ないことはいうまでもない。
4. まとめ
—ー著者とのインタビューー一
評者は過日，著者にインクビューを求め，いくつかの点について質問を試
みた。有益な興味深い回答をえている。その全容については後日発表の機会
をみつけたいと思っている。ここでは，その一部を紹介し，もって本稿のま
とめとしたい。ただし，これはテープに収録した会話を評者が要約したもの
である。著者の意を十分に汲みつくせないところが多々あると思われる。
著者によれば，序章と第 7章により重点を置いているとのことである。本
稿でも，序章については特別の節を設け，また第 7章についてもより多くの
紙数をさいて検討を加えている。それはさておき，著者においては認識論に
ついて，旧来からのいわゆる認識対象説と著者のいう応用科学との間に大き
な相異性があるものと感じられてはいない。旧来からのものがとくにドイツ
においては経済的なものに重点を置いて説明してきたのに対して，新しいも
のではそれ以外のものも取り入れているという程度である。より新しい理論
においても近代経済学的分析手法を応用したものがかなりのものにみられ，
そこでは人間の行動などを企業行動の説明に入れたりもしているが，結局は
企業は利潤追求をしなければならない，それをするにはどうすればよいのか
が基礎になっているように思われる，と。
著者はさらに次のようにいう。企業は非常に厳しいものである。その厳し
さは資本主義であることからくる。企業は資本主義社会にあるかぎり利潤追
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求をせざるをえない。ところで資本主義社会とはどういうものかを説明する
には，資本というものを説明していかなければならない。そういう角度から
資本を深く説明しているのはマルクスであり， マルクスに学ぶところはあ
る。だが同時に著者は，西洋文明を含めて特定のイデオロギー，主義主張や
文明観にとらわれるべきではないと力説する。それらにとらわれることな
く，新しい境地を作り出すことが必要である，という。著者が最近日本的経
営をとりあげておられるのも，そのような意図のあらわれといえよう。たし
かに世界の中でリーダーシップをとっているのは，西洋文明である。だが，
世界の中には西洋の文明とは質を異にする文明のあることも事実である。
とりわけ第 7章の労働について，著者はとくに深い思い入れ，人生哲学と
でもいえるようなものを有しているように思われる。人間は労働をしてこそ
人間である。労働をする場が企業である。だが，企業がかかえる問題によっ
て労働者が働く意欲を無くすようであれば，それは非常に悲しいことだ。企
業を公平にみ，利潤追求と働く場所であることをうまく結合していかなけれ
ばならない。かくて企業内制度の修正が必要であるとされ， 1つの解決策が
第14章で論じられることとなる。
企業というのは働く人々の場であるので，総意にもとづいて企業を経営し
ていくのが公平なやり方である。楽しく有意義に働けるようにする 1つの方
法として，経営参加がある。それもドイツに限定されず，幅広く見つめ直し
ていく必要がある。わが国の QCサークルは利潤追求に利用されてはいる
が，それ自体としては労働者にとって有意義のものである。あえていえば，
QCサークルやトヨタの生産方式などは本来，社会主義諸国においてこそ花
開くものであろう。いずれにせよ，仕事に対して労働者が関心をもつのは本
能的なものであり，それをやめよというのは労働者に人間をやめよというの
と同じことになる，と著者はいうのである。
最後に， 経営学の将来について， 著者はどのように考えているであろう
か。著者によれば，資本主義の場合，利潤追求と労働の尊重とのからみがポ
イントであるが，経営をシステム論の方向で発展させていきたい。それも，
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pureなシステムではなく，利潤追求せざるをえないという事を盛り込んだ
システムとして展開していかざるをえないと思う，という。著者の経営学理
論においてシステム論が基本的枠組みの役割を果たすべきものであること
は，上述している。著者は日本の経営学について， 「わが国では，基本的枠
組みそのものの新構成による多様化，研究分野の拡大による多様化，各論的
研究の進展による多様化がすすんでいるといえる」と指摘している。著者は
システム論的アプローチによって，経営学の統一への 1つの道を示しうると
考えているようである。本著が還暦記念の書としてこれまでの著者の研究活
動の集大成であるといえようことは上述のとおりであるが，本著はそれと同
時に将来への礎石でもあるといえよう。著者の益々の研究進展を祈る次第で
ある。
